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研究成果の概要（和文）：将来の産業の発展に資する科学領域を早期に発見し集中的に投資することは、わが国のイノ
ベーション戦略において重要課題の一つである。科学知識と産業技術が密接に関係することは、ビジネスにおいてはも
とより、研究活動においてもポジティブな影響を与えるとされている。学術論文および特許公報の書誌情報に対して時
空間ネットワークの適用をし、異なるネットワークドメイン間における知識遷移を捉えることで、科学技術イノベーシ
ョンの早期発見に新たな視座を与えられると考えた。太陽光発電領域について、学術論文と特許公報の書誌情報を用い
て、時空間ネットワークと最大流量問題を適用し科学から技術への知識遷移について論じた。

研究成果の概要（英文）：Science and Technology oriented countries have to invest intensively in science fi
elds that will contribute as Innovation in future. The purpose of this research is to suggest a methodolog
y for identifying promising fields to grasp dynamic transitions between science and technology and graphic
ally representing the relations of information among papers or patents linked by citations. In this paper,
 we focused on the photovoltaic field as a case study. We discussed knowledge transition from science to t
echnology by time expansion network analysis between academic papers and patent publications.
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１．研究開始当初の背景	
 
将来の産業の発展に資する科学領域を早期
に発見し集中的に投資することは、わが国の
イノベーション戦略において重要課題の一
つである。科学知識と産業技術が密接に関係
することは、ビジネスにおいてはもとより、
研究活動においてもポジティブな影響を与
えるとされている(Zucker	
 and	
 Darby,	
 2000;	
 
Hall	
 et	
 al.,	
 2001;	
 Azoulay	
 et	
 al.,	
 2006)。
(Rosenberg,	
 1998)によれば、科学知識と産
業技術が密接な関係を持つことで、新たなア
イディアが創出されうることが分かってい
る。また、十分なリソースを得られず水面下
で実施されてきたような研究活動が、民間企
業を通じて結実しうることも事実である
(Agrawal	
 and	
 Henderson,	
 2002)。(Narin	
 et	
 
al.,	
 1997)によれば、米国特許のうち科学研
究論文を引用している特許の割合は、1987 年
から 1994 年の間で急激に増加に増加してい
る。このことは、科学知識が産業技術に与え
る影響がますます強くなってきていること
を示唆するものである。	
 
科学知を記述した学術論文の量は、近年爆発
的な増加の一途をたどっている。多くの学術
分野では、今や年間に出版される論文数は数
千から数万件以上となっており、当該分野の
専門家といえども全体像を把握することは
容易ではない。一方で、産業知の中でも新規
性の有る先端技術を記述した特許公報につ
いても同様の現象が起こっている。現在、そ
のように膨大な科学知や技術知から将来有
望な領域を特定することが課題となってい
る。特に、科学が技術に至る知識の遷移を特
定することが可能となれば、将来の科学技術
イノベーションに資する領域の早期特定に
資する。しかしながら特定領域について、科
学から技術への知識の変遷を捉えることで、
将来の産業の発展に資する可能性がある学
術領域を特定する手法については十分に議
論はなされていない。	
 
	
 
２．研究の目的	
 
本研究の目的は、将来の産業の発展に大きく
資する可能性が高い学術領域を、情報学的な
手法を用いて膨大な数の文献との中から、早
期に特定する手法を提案することである。	
 
本研究では過去の事例をもとに特定の科学
技術知識が、科学の層から技術の層へと伝搬
して行く過程をダイナミクスで捉える。学術
論文と特許公報の間の知識遷移および学術
論文の層におけるダイナミクスの中から学
術分野のネットワーク特徴量の推移の性格
を特定し、将来における新規有望技術領域・
論文の予測を行うことを目的とした。	
 
(Shibata	
 et	
 al,	
 2010)は太陽光発電技術に
関する学術論文と特許論文の領域を比較し、
研究開発戦略における機会発見に資する研
究を行なった。これは、特定の時期における
スナップショットでの議論を行ったもので
あり、時間軸を伴う相互の知識遷移について

は十分に議論がなされていない。(Small	
 H.,	
 
2007;	
 七丈,	
 2013)は、論文クラスタ間の継
承関係の時系列的変化を動的に捉えること
による萌芽的領域の特定に資する手法を提
案しているが、いずれも科学と技術の関係に
ついて十分議論されたものではない。筆者は、
学術論文および特許公報の書誌情報に対し
て時空間ネットワークの適用をし、異なるネ
ットワークドメイン間における知識遷移を
捉えることで、科学技術イノベーションの早
期発見に新たな視座を与えられると考えた。	
 
時 空 間 ネ ッ ト ワ ー ク (Time	
 Expanded	
 
Network)は、ネットワークを時間軸に発展さ
せたものであり一般的なネットワーク問題
に対して時間発展要素を導入したものであ
る。近年時空間ネットワークを用いた応用研
究が複数されている(F.G.	
 Engineer	
 et	
 al.,	
 
2011;	
 N.	
 Shah	
 et	
 al.,	
 2012)が、書誌情報
を用いた科学技術の知識遷移については十
分に議論がなされていない。本研究では、学
術論文および特許公報のそれぞれのレイヤ
における時間的変化の様子を、各出版年時に
おけるクラスタをメタノードとした引用関
係の重み付き時空間ネットワークとして扱
う。また、学術論文と特許公報の間の関係は、
それぞれのクラスタが持つ特徴語の類似度
に基づいた重み付き時空間ネットワークと
して扱う。これにより、対象分野の研究から
技術への知識遷移について総合的に俯瞰で
きると考える。	
 
	
 
３．研究の方法	
 
本研究では、分析のケーススタディとして、
太陽光発電に関する学術論文と特許公報を
分析対象とした。これらの文書の抄録文字列、
出版（出願）年、直接引用関係をデータセッ
トとする。2002	
 年から 2012	
 年に出版された
学術論文および、出願された特許公報を対象
に、年次ごとに引用ネットワークを構築した。
ここで得られた全ての年次別ネットワーク
に対し、クラスタリングを行う。クラスタリ
ングには Newman 法(Newman	
 et	
 al,	
 2004)を
用いる。Newman 法はネットワークにおけるモ
ジュラリティ Q（式１）が最大となるエッジ
を見つけ、そのエッジをクラスタの断面とし
て見なすものである。	
 

・・・式 1	
 
	
 

ここで、eiiは同じクラスタ giに属するノード
同士が繋がるリンク数の全リンク数に占め
る割合であり、ai はリンクの一方に gi	
 内の
ノードの「手」が選ばれる確率である。	
 
学術論文、特許公報それぞれについて各年次
上位 5クラスタをメタノードとし、新たにク
ラスタ遷移を表す時空間ネットワークを作
成する。その際、各書誌内におけるクラスタ
間の引用情報を、メタノード間を繋ぐエッジ
の重みとすることで、重み付き時空間ネット
ワークとして見なす。	
 
一方、得られた各クラスタに属する書誌から



抽出した抄録文字列を元に、年次別クラスタ
ごとの特徴語を抽出する。特徴語の抽出は、
一般的に用いられる tf-idf において、文書
頻度をクラスタ頻度に置き換えた指標（式 2）
を用いる。	
 

	
 
・・・式 2	
 
	
 

ここで、tfijはクラスタ j の中に出現する単
語 iの数、dfiは、単語 iを含むクラスタの数、
Nはクラスタの数を表す。	
 
特徴語指標を元にコサイン類似度（式 3）を
算出し、類似度行列を作成する。	
 

・・・式 3	
 
得られた学術論文—特許公報間類似度行列か
ら、同年次のクラスタ同士に渡るエッジは除
去した上で、類似度を重みとした時空間ネッ
トワークを作成する。同年次同士に渡るエッ
ジを除去した理由は、学術論文と特許技術の
間における知識の遷移をモデル化するため、
同年次内での知識遷移は考えにくいと判断
したことによる。	
 
得られた特徴語類似度ネットワークを元に、
特定のノード同士の最大流量アルゴリズム
に基づくクラスタリングを行う。最大流量ア
ルゴリズムでは、ネットワークにおけるエッ
ジの重みを、そのエッジが流すことの出来る
最大の流量としてみなす。任意の Source ノ
ードから Sink ノードに至る流れの経路のう
ち最大の流量を流すことが出来る経路を特
定することを目的としたアルゴリズムであ
る。最大流量クラスタリングは最大流量最小
カットの定理にもとづき、ネットワークコミ
ュニティの分割に適用する手法である。具体
的には(Ino.	
 H	
 et	
 al.,	
 2005)による Web コ
ンテンツのコミュニティ抽出などの応用例
があげられる。また、(Horiike	
 et	
 al.,	
 2009;	
 
Victor.	
 S	
 et	
 al.,	
 2012)は、研究者ネット
ワークにおけるコミュニティ抽出として、最
大流量クラスタリングを活用している。本研
究では、(A.	
 V.	
 Goldberg	
 and	
 R.	
 E.	
 Tarjan,	
 
1988)によって提案されたプッシュリラベル
法(P/R 法)を適用し、論文と特許の間の流量
を元に、科学から技術への知識遷移を特定す
る。	
 
	
 
４．研究成果	
 
論文データベース Web	
 of	
 science	
 より、
“photovoltaic”および“solar	
 cell”をク
エリとして学術論文を抽出した結果 50,913	
 
件の学術論文を得た。また、特許データベー
ス Thomson	
 Innovation	
 から同じ検索クエリ
により特許公報を抽出した結果、63,972	
 件
の特許公報を得た。	
 
表 1	
 は 2012 年までに出版された学術論文お
よび特許公報それぞれの上位 5クラスタにお
ける特徴語を元に推測した、領域の内容をラ
ベリングしたものである。	
 

表 1	
 クラスタ別領域内容ラベル	
 

	
 
学術論文における第 1クラスタは薄膜系太陽
光発電に関する研究が多いことを意味し、第
2 クラスタは有機系、第 3 クラスタに色素増
感系太陽光発電を表す。第 4クラスタは太陽
光発電における出力を最大に出来る最適な
Point	
 trackingについて論じているクラスタ
であることがわかった。また、第 5クラスタ
はカドミウムテルル太陽光発電に関する研
究が大勢を占めると評価したことを意味す
る。一方で特許公報では、第 1クラスタは電
極導体に関する技術が多くを占めており、第
2 クラスタとして太陽光パネルにおけるカバ
ーガラス等の保護技術について議論したも
のが多い。第 3クラスタは学術論文と同じく、
色素増感系太陽光発電技術に関する特許が
多いことが分かった。第 4クラスタでは多接
合型の太陽光発電技術、第 5クラスタではシ
リコン系太陽光発電技術に関する特許が比
較的多いことがわかった。	
 
次に、学術論文および特許公報の各年上位 5
クラスタ同士の特徴語に対して、クラスタ間
のコサイン類似度を算出した。図１はその結
果に基づくヒートマップである。	
 

図 1	
 論文特許間類似度推移	
 
	
 
表１で得られた結果と同様、学術論文におけ
る 2012 年の第 3 クラスタと特許公報におけ
る 2012 年の第 3 クラスタが最も類似度が高
い。同程度の類似度を有するクラスタのペア
は 2005 年程度まで遡ることが見て取れる。
クラスタの時系列における現象は、発生
(born)、消滅(vanish)、成長(glow)、衰退
(shrink)、結合(merge)、分轄(split)といっ
た形態が存在する(Péter	
 E	
 et	
 al.,	
 2013)。
したがって、各年で特定されたクラスタは、
同じ層のネットワークであっても、一定程度
の新陳代謝が存在するものであり、常に同一
のものではない。	
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特許公報の 2012 年時点における第 3 クラス
タをさかのぼり、どの時点で研究領域からの
遷移を得られたかを捉えるため、類似度ネッ
トワークに対して、最大流量計算を行なった。
Source ノードは特許公報における 2012 年の
第3クラスタとし、Sinkノードの選定は、2002
年の学術論文クラスタ 5つ全てに対して最大
流量計算を行ない、最大の流量を得られた
2002 年の第 4 クラスタとした。	
 

図 2	
 論文-特許間最大流量ネットワーク	
 
	
 
図 2 は、最大流量を重みとしたネットワーク
である。なお、sink ノードと直接学術論文ネ
ットワークに渡るエッジ、および source ノ
ードと直接特許公報ネットワークに渡るエ
ッジは除去してある。学術論文ネットワーク
と特許公報ネットワークの間で最も流量が
大きいエッジとして、学術論文 2005 年第 2
クラスタと特許公報 2007 年第 2 クラスタ間
のエッジがあげられる。特徴語の類似度では
この量クラスタ間に特段大きな類似度は確
認出来ないにも関わらず、複数ある論文特許
間のエッジの中で最も大きな流量が流れる
エッジである。相互のクラスタの特徴語につ
いて上位 10 語をリストし表２に示す。いず
れのクラスタにおいても色素増感系太陽電
池を表す“dye	
 sensitized”が複数確認でき
る。	
 

表 2	
 特徴語上位 10 語	
 

	
 
次に、太陽光発電の学術領域において、クラ
スタのネットワーク特徴量の推移を算出し
た。ここでは、クラスタ間の引用関係に基づ
く時系列ネットワークを元に、各年次のクラ
スタがどのように推移してきたかを特定す
る。図 3では各年次のクラスタの次数中心性
がその後どのように遷移してきたかを表し
た。2004 年までの年次においては、第 3クラ
スタの次数中心性がその後の推移を経て

2012 年時点でもっとも高くなるが、2005 年
以降では第 2 クラスタが 2012 年時点の次数
中心性が高いことが確認できた。	
 
	
 

図 3	
 各年次クラスタの次数中心性推移	
 
	
 

本研究では、学術論文と特許公報の書誌情報
を用いて、時空間ネットワークと最大流量問
題を適用し科学と技術の知識遷移について
論じた。将来における新規有望技術領域・論
文の予測に資するモデル化については達成
できなかったものの、新たな視点を提案した
ことによる一定の洞察は得られた。今後他の
領域についても拡張していくことで、新規有
望技術領域の予測研究を発展・実用化させて
いく必要がある。	
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